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は じ め に 

 本レポートは、平成 20 年度に三菱 UFJ リサーチ＆コンサルティング株式会

社が内閣府経済社会総合研究所の委託調査として実施した「無償労働の貨幣評

価の調査研究」の成果の一部として日本における無償労働の貨幣評価の推計結

果をとりまとめたものである。 
 
人々の時間使用において無償労働の占める比率は非常に高い。また、無償労

働は第三者による代替が可能（第三者基準＝ヒル基準を満たす）であるため生

産の境界内の活動として定義することが可能だが、市場を介さずに行われる無

償労働については、国民経済計算体系（SNA）においては記録されていない。 
このため、欧米諸国では、SNA とは別に中枢体系との結びつきを保ちながら、

特定の社会的関心分野について、中枢体系に過大な負担を負わせたり、その役

立ちを損ねたりすることなしに、国民経済計算の分析能力を弾力的に拡張する

ことをねらいとしたサテライト勘定として、無償労働の貨幣評価額を推計して

市場経済活動と比較可能な形にし、GDP と比較する等の試みが行われている。 
内閣府でも、「世界女性会議（1995 年）」で数量的測定が課題として取り上げ

られたことを受け、家事労働やボランティア活動等の無償労働を GDP と比較す

ることなどを目的として、平成９年、平成 10 年において、1981 年から 1996 年
までの５年ごと４時点について、社会生活基本調査に基づく無償労働の貨幣評

価額を推計した。 
 
本調査研究は無償労働推計の基礎統計である「社会生活基本調査結果」の平

成 18 年版が公表されたことから、最新の社会生活基本調査のデータを用いて無

償労働の貨幣評価額の推計を行った。 
 
本調査研究を実施するにあたっては、有吉範敏下関市立大学経済学部教授を

座長とする「『無償労働の貨幣評価の調査研究』研究会」を開催し、調査全般に

対してアドバイスを頂いた。委員会の場にとどまらず、調査過程全般を通じて

委員から貴重なアドバイスや資料を数多く頂いた。ここで改めて深謝する次第

である。本調査研究の成果が、無償労働把握のための基礎資料として広く活用

されれば幸いである。 
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